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科学技術動向

概　要

論文誌の電子ジャーナルをめぐる最近の動き

　インターネットの登場によって論文誌の電子ジャーナル化が進み、研究者は早く広く
様々なルートを通って論文単位で研究情報にアクセスできるようになった。さらにweb
ベースのコミュニケーションに基づいた様々な研究情報流通手段も展開されているが、
2009 年現在では研究業績を確定させるには依然として定評のある論文誌への掲載が行わ
れ、昇進や研究費獲得は、それらの論文で構成される業績リストに基づいていることが
多い。
　論文誌の電子ジャーナル化によって、瞬時に研究情報が世界中に流通し比較できるよ
うになった結果、剽窃や二重投稿などの不正行為が容易に発覚し、その対応策も練られ
ている。また、論文単位だけでなく、研究者や機関単位での研究情報流通を把握するこ
とも可能となってきている。しかし、論文のような識別子（ID）の整備が進んでいなかっ
たために、著者や機関を同定する試みは、引用データベース事業などから行われ始め、
結果的に各研究者の ID を設置する動きに繋がっている。
　一方、電子ジャーナルへの障壁なきアクセスを実現するオープンアクセス活動につい
ては現在も様々な試みと活発な議論が行われている。インターネットによって研究情報
の透明性が格段に向上し、また、公的資金で行われた研究から生まれた情報に対する社
会説明責任も問われるようになって、研究者のモラリティは一層問われるようになった。
研究者が研究費申請の段階から電子ジャーナル等を通して研究成果を報告し、その論文
がどう評価されたかを知る過程までを統合して把握できることが重要である。特に、研
究者識別子（ID）に基づく研究助成と成果の紐付けが必要となるが、現在様々なデータベー
スが共存していることがその障壁となっている。助成から成果報告までのメタデータの
統一プロトコルを策定し、あるいは生データを提供することで、誰がどの研究費をもらい、
成果はどこに報告され、それらはどのようなインパクトを与えたかを、必要に応じて横
断的に調査できるような環境にすることが望ましいと考える。

研究費助成の周辺環境図

科学技術動向研究センターにて作成
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1  はじめに

科学技術動向研究

論文誌の電子ジャーナルをめぐる
最近の動き

林　和弘
客員研究官

　科学技術研究における研究者同
士のコミュニケーションには様々
な形態があるが、研究者はその成果
を何らかの媒体で発表し、研究者仲
間に広く知られて評価されること
ではじめて実績となる。理工系や医
学系（STM：Science Technology 
and Medicine）の研究者の場合、ま
ず、仲間内や学協会の大会で口頭
発表を行い、その後に論文を書い
て論文誌に投稿し業績を確定させ
ることが多い。論文誌の編集側で
は、研究者仲間による評価（peer 
review）によって一定以上の品質を
維 持 し、 論 文 を ま と め て 雑 誌

（ジャーナル）として定期的に刊行
する。17 世紀以来、大学、学協会
や商業出版社などの出版者（以下、
出版者という）がこの事業を担って
おり、今でも論文誌は研究成果を
公開する最重要媒体である。

　1995 年頃から始まったインター
ネットを通じた論文情報の流通に
加え、2000 年前後からは電子投稿
査読システムが浸透することに
よって、著者は、紙を介すること
なく、インターネットを使って論
文を投稿し、出版者もインターネッ
トを利用して論文誌を発行するこ
とが当たり前となった。また、冊
子では実現不可能なインターネッ
トの特徴を生かした電子ジャーナ
ル固有のサービスも徐々に表れた。
二次情報の検索から一次情報であ
る文献へのリンクなどすでに研究
者の情報収集活動にとって必要不
可欠になったサービスも存在する。
　筆者の前回のレポート1）では、冊
子ジャーナルから電子ジャーナル
に変わった論文誌の動向について、
情報サービスと事業運営の両面か
ら考察し、世界の動向を踏まえた

上で、日本の学協会出版の課題を
明らかにした。今回は、至近の電
子ジャーナルとその関連の動向を
踏まえつつ、主にデジタル化がも
たらした利便性と課題について触
れ、電子ジャーナル・研究者・研
究費との連動について考察を加え、
施策につながる提言を行いたい。
　なお、今回のレポートでも理工
医学系のジャーナルを中心として
扱い、至近の 2007 ～ 2009 年前半
の動向を紹介する。また、後半に
おいて、公的資金で行われる研究
に関する観点から研究情報流通政
策を議論するが、企業においては
研究費獲得手法や特許を含むアウ
トプットの仕方あるいは研究評価
の手法が異なるために、一部の基
礎的な研究を除いて、企業の研究
活動とその情報流通の在り方は本
稿の取り扱う範囲からは除外する。

2  科学コミュニケーションにおける電子ジャーナルの現在

2─1
既存の電子ジャーナルを

越えた様々な試み

　現在の研究者にとって、電子
ジャーナルの利用は必要不可欠と
なった。多くの分野では冊子時代
から評判が確立された出版者が発
行する電子ジャーナルを利用する

ことが多い。2007 年以降の電子
ジャーナルの拡張機能では、電子
ジャーナルに付加価値を加えよう
と試みられている。例えば、化学
系ジャーナルでは、論文と化合物
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データとのリンクが進んでいる。
2007 年にイギリス化学会が立ち上
げた Prospect プロジェクト 2）や、
2009 年 4 月に創刊された Nature 
Chemistry 誌 3）では、論文中に記
載されている化合物に対して、各
種の物性データやメタデータを入
手することができ、関連の他デー
タベースへ移動することもでき
る。すなわち、これまでのような
引用文献リンクだけでなく、論文
の中身に様々な情報をリンクさ
せ、研究者の理解を助けるサービ
スが検討されている。
　また、査読手法の変化、公開前
後の評価などにも試みが繰り返さ
れている。例えば、PLoS が発行し
た PLoS One では、科学的に間違
いが無いか程度の最低限のピアレ
ビューを行い、公開後 web 上で読
者からの広い評価と議論を促す機
能を組み合わせている。2006 年末
にリリース後、2007 年から 2008 年
にかけて掲載数を 2 倍以上に伸ばし
ている4）。また、Nature Publishing 
Group は、査読前の論文を搭載す
る Nature Precedings を立ち上げ
た 5）。これは物理系で長く続いて
いるプレプリントサーバーの拡大
版とも言える。物理系の研究者は
このプレプリントサーバーを利用
して先見性を確保しているが、他
の分野でも同様の場として浸透す
るかが注目される。また、データ
ベース検索から一次情報へアクセ
スすることが研究情報収集活動と
して不可欠の要素となった。デー
タベース作成者は、研究者や図書
館が、なるべく少ない労力でなる
べく多くの資料から必要な情報に
容易に到達できるような工夫を重
ねている。
　既存の電子ジャーナルの枠組み

以外の web メディアを積極利用
した研究情報流通手段も多様に
なっている。主なものでは、ウィ
キ ペ デ ィ ア で も 使 わ れ て い る
Wiki エンジンを利用した知識集
積と共有、ブログを利用した幅広
い情報交換と相互参照、あるいは
SNS（ソーシャルネットワークサー
ビス）内のコミュニティを利用し
た特定数内での情報交換などであ
る。このような草の根の活動では、
個人単位、小人数から研究室単位、
あるいは分野やトピックごとな
ど、様々な単位で必要に応じて情
報交換が行われている。例えば、素
粒子の分野における最近の大きな
成果であるヒッグス粒子の発見は
論文の公表前にブログで情報交換
が行われて、その是非を含めて様々
な反響を呼んだとされている 6）。ま
た、先に紹介した PLoS ONE では
コミュニティブログ every ONE
を 2009 年 3 月に立ち上げ、研究
者の情報交流を促進している 7）。
　また、ブロードバンドの普及と
PC 処理能力の向上によって、映像
編集と閲覧が手軽になったため、
動画専門ジャーナルも生まれた 8）。
Journal of Visualized Experi-
ments 誌は、解剖や実験機器操作
手順など、これまで文字情報だけ
で出版しても読者が再現すること
が難しい内容を、動画で簡潔明瞭
に示している。

2─2
変わらぬ業績「固定」としての

論文誌の位置づけ

　このように様々なメディアと、
その様々な運用で新たな科学コ

ミュニケーションが生まれてい
る。しかしながら、今なお、業績
を「固定」するために研究者は、論
文を書き、しかも評価とブランド
が確立されたジャーナルに投稿す
ることが多い。例えば、コンピュー
タ 1 台 1 台を細胞に見立てて生体
をシミュレートするシステムバイ
オロジーの分野では、前述の wiki
などの web インフラを積極的に
利用している。PAYAO と呼ばれ
るプロジェクトはオンライン上で
成果（モジュールプログラム）を登
録し、他のプログラムや外部デー
タベースとの連携によって、国際
的かつ多様な情報交換を行ってい
る。しかし、それでも多くの研究
者が業績を「固定」するにはEMBO
ジャーナルなど既存の雑誌にも研
究成果を投稿することがわかって
いる 9）。
　これは、研究費申請や昇進のた
め に 使 わ れ る 業 績 資 料 で あ る
Publication List に記載するものと
して依然、論文誌の論文が中心で
あり、評価側もそのような論文を
重要視していることが影響してい
ると考えられる。
　ところで、前レポート1）で紹介
した論文の公開後に多数の読者で
評価を行う Nature のオープンピ
アレビューは、当初予定していた
ほど活発にはならず、時期尚早と
いうことで 2006 年末に中止され
た 10）。このように、今しばらくは
新しい試みのトライアンドエラー
と、既存の確立された方法の中か
ら機能や手法の淘汰ないしは融合
が繰り返されていくものと思われ
る。
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3  電子ジャーナル流通がもたらした利便性と課題

　電子ジャーナルは様々な利便性
をもたらしたが、その利便性は新
たな課題も浮きぼりにした。ここ
では至近のホットな動向を紹介し、
現在直面している問題に触れる。

3─1
瞬時に広がり比較される

研究情報

　電子ジャーナルは、冊子体では
不可能なサービスを実現しただけ
ではなく、情報の流通速度を格段
に速くした。公開された論文は、
RSS などの新着アラートを使えば
すぐに読者に知らされることと
なった。研究者仲間への別刷りの
送付も、郵送はほとんど無くなり
e‐mail で素早く送ることができ、
分野によっては良い論文はすぐに
ブログで取りあげられる。また、
ジャーナルによっては、直接電子
ジャーナルのコメント欄に意見等
を書き加えることもすでに可能と
なっており、これまでは難しかっ
た公開後の評判をある程度知るこ
とも、少なくとも機能上は可能に
なっている。
　さらに、ひとたび掲載された論
文は、各種データベースにインデッ
クスされ、また、リンク付けが加
えられて、研究者は様々な情報収
集手段から必要に応じて原文献に
たどり着くことが容易になった。
各論文はもはや、単にジャーナル
の一要素として存在しているので
はなく、その論文自身がインター
ネット上の学術情報の一つの単位
として独立して、素早く流通し、
評価される時代になっており、そ
の分個々の研究情報の透明性が上
がったとも言える。
　また、論文の全文デジタル化に

よって、インターネット上の膨大な
テキスト情報を収集し、比較するこ
とも容易になった。データマイニン
グと呼ばれる手法を使うと、多くの
テキストデータあるいは特許と論
文誌など複数のデータベースを組
み合わせて単語の出現頻度や相関
関係を簡便に解析することができ
る 11）。さらに実験データなどの基
礎データのデータマイニングと合
わせ、解析結果を可視化すること
で、新たな知見を得ることもでき
るようになっている。

3─2
デジタル化がもたらした

新たな課題

3-2-1　剽窃などの不正と検出

　一方、前節で述べた利点は、別
の課題も浮き彫りにした。まず、
論文のテキストないしはデータを
簡単に利用できることは、剽窃あ
るいは、改竄等の不正行為も容易
にできることを意味する。実際に、
論文誌の編集過程で、二重投稿や
他論文の不正利用が見つかるケー
スが増えている。あるデータベー
スを調べた結果、発行後の過去の
9200 本近くの論文に他との類似性
があることがわかり、詳細に調べ
研究者や出版者と連絡を取るなど
した結果、200 論文が疑わしく、
46 本が出版者によって取り下げら
れたということが報告されてもい
る 12）。
　出版側としても、雑誌の信用と
ブランドを傷つけるこのような不
正には適切に対応しなければなら
ない。出版者横断組織で電子ジャー
ナル間のリンクサービスを支援し
て い る CrossRef で は、 新 た に
CrossCheck と呼ばれる不正探知プ

ロジェクトを 2008 年 6 月に開始し
た 13）。これは、インターネットか
らコピー＆ペーストした文章を発
見する iThenticate 社 14）の技術を
利用し、さらにすでに出版された
参加出版者の論文データを含む
様々な資源から、対象となるファ
イルにテキストとして類似してい
るものを探し出すツールである。
このツールはあくまでテキストと
しての類似度を測るものであって、
不正を見つけるものではない。類
似度が高いものが見つかった論文
に関しては、慎重にその類似の理
由を調べ、最終的に不正かどうか
を慎重に判断する必要がある。

3-2-2　 著者 ID や機関 ID の 
重要性

　論文単位で情報が流通し、分析
が容易になると、著者単位あるい
は機関単位での情報流通の観点も
重要視されるようになった。すな
わち、誰があるいはどの機関がど
の程度どのような論文を書いてい
るかを知ることが比較的容易にで
きるようになった。このような情
報は、特に機関別の研究評価の参
考とするために、重要となってき
た。ところが、これまで、論文に
記載される著者や機関は論文に副
次的に付加される情報として、あま
り厳密に整備されてこなかった。そ
のため、同姓同名問題や、機関名略
称の不整合解決と名寄せ、研究者が
他機関に異動した場合の処理など
の問題が顕在化した。多くのデータ
ベースは独自にその解決に取り組
ん で お り、Serials Solutions 社 は
Author Resolver という、著者に付
随する関連情報を提供するサービス
を持つ 15）。また、Thomson Reuter
社は Researcher ID と呼ばれる著
者 ID サイトを開設し、広く研究者
自身による自著論文との紐付けを促
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している 16）。また、先の CrossRef
はこの著者同定問題にも横断的に
取り組み、出版者間横断で利用で
きる Author ID を付与して、発行

4  オープンアクセス活動の現在と研究費の透明性

4─1
オープンアクセスジャーナルと

機関レポジトリの動向

　前レポート 1）でも紹介した電子
ジャーナルへの障壁なきアクセス
を実現するオープンアクセス活動
に関しては、引き続き様々な取り組
みが行われている。このオープンア
クセス活動を推し進める一つの要
因としては、主に税金で行われた研
究から生まれた成果情報の社会へ
の還元および透明性の確保である。
現在、読者が無料でアクセスできる
オープンアクセスジャーナルの数
は、DOAJ（Directory of Open 
Access Journals）によると4170誌、
論文数は 28 万件を超えている 19）。
また、図書館主導で行われ、主に
各論文の著者最終版のファイルを

機関のサーバーに搭載して無料で
アクセスできるようにしている機
関レポジトリの数は、Open DOAR

（Directory of Open Access Repos-
itories）によれば、2009 年 6 月現在
で 1400 機関を超えている。日本の
機関レポジトリ数も 100 を超え、
世界第 4 位に位置している 20）。こ
のように国内外の機関レポジトリ
が一定の数を確保した現在、次は
登載論文数を増やすなど、コンテ
ンツの充実を図っている段階と言
える。機関レポジトリの登載量や
内容を総合評価したサイト Rank-
ing of Web of World Repositories
によると、日本の大学としては九
州大学、京都大学、早稲田大学、
東京大学のレポジトリが 100 位以
内に入っている（図表 1）。さらに、
一定の機関レポジトリの数と論文
数が得られたことで横断検索も実
際的に可能な段階に入っていると

言える。国立情報学研究所では、
JAIRO と呼ばれる機関レポジトリ
横断検索システムを、2009 年 4 月
に正式にリリースした。ここでは
各大学等に設置された機関レポジ
トリに掲載されている論文をまと
めて検索できるようにしており、
登載論文数や各メディアの割合な
ど、各種統計データも公開されて
いる 21）（図表 2）。
　 そ の 一 方 で、 ド イ ツ の Max 
Planck 研究所やフランスの CNRS
などのように、公的研究機関が機
関レポジトリを持つ例も現れた 22）。
また、物理の高エネルギー系の論
文を主とするプレプリントサー
バーの Arxiv に、計量生物学、統
計学、計量ファイナンスの論文も
掲載されるようになっている 23）。
以上のように、機関レポジトリの
形態自身にもまだ流動性があると
言える。今後は、紀要などでは例

済み論文との紐付けを行うことを
2007 年から検討開始している 17）。
機関の同定に関しては、米国情報
標 準 化 機 構（National Information 

Standards Organization、NISO）が、
2008 年 1 月から機関を同定する基
準作りに着手している 18）。

図表 1　Ranking of Web of World Repositories による機関レポジトリ総合評価ランキング

科学技術動向研究センターにて作成
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のある、査読を含む機関レポジト
リからの情報発信や 24）、出版前の
文書データの管理や保存、あるい
は研究データそのものの管理など
研究を助ける環境を、機関レポジ
トリが整備する方向性に進む可能
性がある。例えば、物質・材料研
究 開 発 機 構（NIMS）は、Max 
Planck 研究所の開発したデジタル
ライブラリーシステムを通じて、
研究者のデジタル資源の管理をサ
ポートする試みを積極的に行って
いる 25）。

4─2
公的助成機関の最近の動き

　欧米では、公的助成機関が、積
極的に助成対象の研究に対する
オープンアクセス化、ないしはパブ
リックアクセス化を進めている。特
に注目すべきは、米国国立衛生研
究所（National Institute of Health：
NIH）の動きである。2005 年以来、
NIH が助成した研究費に関しては、
PubMedCentral（PMC）に登載し、
公衆にアクセスできるようにする
こと（公衆アクセス方針）が推し進

められてきたが、2008 年 4 月 7 日
以降に発行された論文については、
その登載が法令として義務付けら
れた。その結果、これまで低調だっ
た PMC の掲載論文数が飛躍的に
向上した。その一方で、出版者側
は 2008 年 9 月に研究成果公開著作
権法案を提出し、この公衆アクセ
ス方針そのものを禁止しようとす
る動きに出ている。なお、2009 年
7 月現在は、日本の研究費助成機
関には、研究補助対象の論文のオー
プンアクセス化ないしはパブリッ
クアクセス化を義務付けようとす
る正式な動きはない 22）。

4─3
その他の最近の動き

　このような状況下で、出版者側
も様々な対応を見せている。その
中でも一番大きなトピックは、
2008 年 10 月 に 商 業 出 版 者 の
Springer 社が、オープンアクセス
ジャーナルのさきがけとも言える
BioMedCentral（BMC）を買収した
ことである。BMC は 2000 年の創
立以来の活動において、著者負担＋

機関会費型で経費を賄うビジネス
モデルのオープンアクセスジャー
ナルとして全ての論文を無料公開
し、一定の地位を築いていた。そ
もそも、オープンアクセス運動の
大きな目的が論文誌価格の高騰を
結果的に招いた既存の商業出版者
への対抗という意味合いを持って
いただけに、この買収のインパク
トは大きかった。現在のところ、
Spinger 社は図書館の購読費モデル
で運営する自社の電子ジャーナル
パッケージ（Springer Link）とは独
立した事業として維持するとして
いる 26）。オープンアクセスジャーナ
ルはその事業の維持（Sustainability）
の確保が最大の課題であることに
は変わりはない。Springer 社の今
後の運営手法と BMC の事業を支
持してきた多くの図書館がどう対
応するかが注目される。
　その他には、CERN（欧州原子核
研究機構）主導で世界各国の高エネ
ルギー物理関係の研究機関や図書
館が資金を集めて、同分野のコア
雑誌を購読し、オープンアクセス
できる形として提供するプロジェ
クト（SCOAP3）が進んでおり、20
カ国以上が参加している 27）。日本
は、負担金が年間 1 億円程度と高
いため、今のところこのプロジェ
クトへの参加には至っていない。

4─4
オープンアクセスの
効果についての論争

　以上述べたような、様々なオー
プンアクセス化の取り組みが各方
面で検討される一方で、昨今の図
書館情報学界では無料で広く読ま
れるはずのオープンアクセスの論
文が購読しないと読めない論文よ
り引用頻度において高く評価され
るのかが論争になっている。特に、
公開後の被引用数に両者の差が出
るかについて、差が出たという報

図表 2　日本の機関レポジトリに登載のコンテンツ数

出典：JAIRO、2009 年 6 月
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告と出ないという報告が入り乱れ
ている 28、29）。元々、被引用数はそ
の論文の内容が一番影響を与える
と考えられ、同一雑誌内でも分野の
差や論文の種類の差が出る。そし
て、論文誌はあくまで研究者の成
果を発表することを目的とした媒

体であるため、オープンアクセスか
どうかの差以外を同じ条件にする
制御された環境で被引用数を比較
すること自体が難しい。それでも、
Davis の報告 30）では、医学系分野の
ある雑誌群に対して無作為抽出し
た論文をオープンアクセス化して

検証した結果として、被引用数に影
響は出ないとなっている 30）。ただ
し、いずれの報告でも電子ジャーナ
ルアクセス数に関しては優位差が
出ており、オープンアクセスによっ
て一定のビジビリティの向上があ
ることは確認されている。

5─1
問われる研究者のモラリティ
と出版者の質のコントロール

　以上の情勢では、まず、研究者
のモラリティが改めて問われる時
代となったと言える。類似の研究
を簡便に調べることができるよう
になった現代では、これまで以上
に先行研究を最大限尊重し、利用
の際は適切に引用することや、場
合によっては著者・出版者に許諾
を得るなどの誠実な対応が求めら
れる。意図的であろうがなかろう
が、既存研究との類似性への一層
の配慮が必要である。一方、出版
者など情報の質を保証する側も、
不正を発見し適切に査読を行って
いることを常に試されている。実
際、あるオープンアクセスジャー
ナルに全く価値のない論文を投稿
して掲載されたことで査読が行わ
れていなかったと主張する研究者
の告発の例がある 31）。また、エル
ゼビア社のジャーナルの少なくと
も 6 誌が査読を行っていないこと
が判明した例もある 32）など、出版
者側も出版物の質のコントロール
について、これまで以上に配慮す
べき状況となった。

5─2
研究助成機関が管理すべき

情報の変化

　オープンアクセス運動の動きが
加わることで、研究助成機関が研
究費の効率よい使われ方と研究結
果の社会への還元を考える必要性
もより高まっている。つまり、研
究者が、研究助成申請して研究費
を獲得し、知見を得たのちに成果
報告を電子ジャーナル等で行い、
正当な評価を得て次の研究費を獲
得するという、このような研究活
動サイクルにおいて、研究費のよ
り効率の高い運用と透明性が求め
られている（図表 3）。

5─3
横断解析可能な情報基盤の

構築

　研究費の効率良い運用を考えた
場合、図表 3 にあるような研究者・
研究機関・論文・被引用データな
どの各情報要素のデータ設計が整
備されている必要がある。このう
ち、研究費には研究課題番号もし
くはそれに相当するものが存在す
る。また、論文のうち出版者の英
文論文に関しては DOI（Document 
Object Identifier）33）に基づく識別
が可能になっている。CrossRef に
よって世界的にかつ一元的に検索
と同定が可能な英文論文に比較し

5  研究助成と成果の流通ならびに

　　 その影響の把握を効率化するために

図表 3　研究資金に基づいた研究活動サイクルの単純図式化
　　　　（研究費と論文という形の研究成果データとの関係）
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て、和文論文の識別子は整備が遅
れており、分野別・データベース
別に独自の識別子が付与されてい
るのが現状である。その結果、和
文誌への分野横断的な引用リンク
を張る際に参照するデータベース
が複数存在し、和文誌論文誌デー
タベースの作業効率に負の影響を
与えている。和文論文に対するリ
ンク付与のためには一元的な検索
システムの整備が望まれる。
　研究者情報の整備には、横断的
な研究者 ID の整備、もしくは複
数の ID の管理を統合する OpenID
などの技術 34）に基づいた実質的な
研究者識別子の統合が求められる。
現在、研究者 ID にあたるものを持
つ主な日本のデータベースとして、
内閣府が主導し、文部科学省が現
在運営している e─Rad 35）、 国立
情報学研究所の科研費データベー
ス KAKEN と研究者リゾルバー 36）、
科学技術振興機構の ReaD 37）等が
ある。e─Rad を通じて研究者の ID
の一元化が進められ、機関と研究
費まで紐付けに関しては一定の方
向性が見えている。しかし、現段
階では、研究者への研究開発経費
の不合理な重複や過度の集中を排
除し、適切な研究費の配分を支援

することが目的となっており、そ
の論文が与えたインパクトを積極
的に解析し、次の研究費配分に役
立てるには至っていない。また、
先に紹介した海外データベースの
情報サービス内などにすでに独自
の研究者 ID が存在する場合もあ
り、例えばその論文の被引用回数
あるいは反響まで含めて網羅的に
分析し評価を行うことは、未だ難
しい状況にある。

5─4
現実的なID運用と連携案

　このような状況を打破するため
に、各事業の統合、あるいはシス
テムの統合や各要素識別子の究極
的な一本化を目指すのが理想的で
ある。しかし、それは現実的では
ない。システム統合を行わない代
わりに、むしろ、例えば中間デー
タとしての XML を利用した外部
とのデータのやり取りのプロトコ
ルを統一することや、データベー
ス内の基礎データそのものを公開
することによって、各機関の既存
の自主的な活動を妨げずに、必要

に応じて研究者情報や研究費情報
の収集と比較が可能な状態にする
ことが現実的である。
　例えば、OECD（経済協力関発
機構）では、各種の統計資料を生
データと共に公開し、そのデータ
群を組み合わせた解析を可能にし
ている。データセットを公開する
ための基準に関する白書が発表さ
れているので参考になる 38）。また
様々なデジタル情報資源を扱う
ツールを開発し、主に図書館向けの
ソリューションサービスを提供し
ている Serials Solutions 社は、XML
の API（Application Programming 
Interface）を公開しており、ユー
ザーが自由に同社のデータベース
に存在する基礎データ群にアクセ
スし、他のデータ群との比較を容
易にしている 39）。このような形態
で、データベースのサービス提供
者が全てを制御するのではなく、
むしろデータへの比較的自由なア
クセスをユーザーに提供し、ユー
ザーがデータ群を組み合わせて新
しい知見を得られるような環境整
備が必要である。
　可能であれば、公的助成機関が横
断的に、科学技術情報流通施策のグ
ランドデザインを描き、各情報事業
の位置づけを定期的に再確認する
ことが望ましい。現在、（独）科学技
術振興機構と国立情報学研究所で
は情報事業における連携協力を
図っており 40）、国立国会図書館と
も話し合いが行われている。公的助
成機関が公的資金で行われる研究
の生産サイクルとそれに伴う情報
流通を効率よく支援し、研究、研究
者、研究機関のパフォーマンスを比
較的容易に解析できるようにすれ
ば、結果的に研究費の透明性と発展
性を確保できる。図表 4、5 のよう
な研究者・研究機関・研究費・成
果とそのインパクトを結ぶ観点か
らの横断的な連携も検討に値する
のではないだろうか。

図表 4　 独自の研究者 IDを持つ主な政府機関系データベース
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図表 5　研究費助成の周辺環境図
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　以上のようなデータベース横断
の統合解析手段が得られることで、
研究、研究者、あるいは研究機関
のパフォーマンスをより正しく測
ることが可能になる。例えば、そ
の是非はともかく、単位研究費あ
たりの論文生産数・被引用数・ア
クセス数などを個人や機関別に正
確に比較することは容易になる。
本来研究評価とは研究者集団が一
定の高い見識に基づいて、研究者
自身の主体性を持って判断する

（Peer Review）ものである。上記の
ようなパフォーマンス指標は、適
切に利用すれば、研究評価の客観
指標として役立つ可能性がある。

例えば、横断的に広い分野の多数
の若手研究者を迅速に評価する際、
あるいは自分の専門性から外れて
しまう領域の研究を評価する場合
には一定の力を発揮することが予
想される。指標の利点と限界を知っ
た上で、正しく補助的に利用する
ことが期待される。また、新しい
指標の継続利用が Peer Review に
実際どのような影響を与えていく
ことになるかは、今後注目される
点と言えるだろう。
　最後に、本稿執筆時点では、研
究業績を固定させるメディアとし
てはステイタスのある既存の論文
誌の重要性が変わっていないとし

ているが、冒頭に述べたような新
しいコミュニケーションを使った
情報交流が、いつどの分野で新た
なステイタスを確立し、最終的に
は研究費やポスト獲得に有効な業
績報告メディアとなるかという点
も注意深く見ていく必要があると
考えられる。
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